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第１章 復興の基本的考え方 

第１節 復興の基本的考え方

東京に大規模な被害が発生したときは、応急・復旧は対策を迅速かつ機動的に実施するも

のであり、復興は対策を中長期的視点に立って計画的に実施するものである。

被災後間もない段階での応急・復旧対策が質的な変化を伴いつつ、徐々に復興対策へと

進行する。その中で、区は、速やかに復興に関する方針を定めて対策を講じる必要がある。

復興に際しては、第一に被災を繰り返さない災害に強い安全なまちづくりに努めることで

あるとともに、脱炭素社会を志向する等の社会全体の課題解決に資する取組も並行して進展

させていかなければならない。

その上で、これまでの文京区の歴史やあり方を尊重するとともに、成熟した社会の多様な

価値観や視点を踏まえ、誰もが安心して暮らせるよう、住宅、福祉、環境、医療、雇用、産業

などの復興に向けた施策を総合的かつ計画的に推進する。

なお、被災後の不安定な社会情勢から被災者の状況に特に配慮し、災害関連死対策に取り

組んでいく。

第２節 文京区震災復興マニュアルの修正

都では、平成 年３月に都市復興マニュアルと生活復興マニュアルを統合した東京都震災

復興マニュアルを策定し、震災復興について取り組む指針として整備した。

区においても、東京都震災復興マニュアルの考え方を基本に、区の地域特性を踏まえた文

京区震災復興マニュアルを平成 年に策定し、平成 年に一部修正した。

なお、都が平成 年に作成した区市町村震災復興標準マニュアルに準拠して、今後修正を

図っていく。
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第２章 震災復興本部の設置 

第１節 計画方針

被災直後、災害対策本部内に、復興対策の準備に関わる「文京区震災復興本部準備室」を

設置する。

また、被災直後から応急対策が一段落した段階において、復興対策を総合的かつ計画的に

実施するため、災害対策本部とは別組織となる「文京区震災復興本部」を臨時的組織として

設置する。

〈〈資資料料編編 第第１１ 文文京京区区震震災災復復興興本本部部のの設設置置にに関関すするる条条例例 ＰＰ 〉〉

〈〈資資料料編編 第第１１ 文文京京区区震震災災復復興興本本部部のの設設置置にに関関すするる条条例例施施行行規規則則 ＰＰ 〉〉

第２節 活動内容

第１ 震災復興本部の設置

区長は、文京区が震災により重大な被害を受けた場合において、当該被害の重大性

に照らして、都市の復興並びに区民生活の再建及び安定に関する事業（以下「震災復

興事業」という。）を速やかに、かつ、計画的に実施するために必要があると認めると

きは、文京区震災復興本部（以下「復興本部」という。）を設置する。

第２ 本部組織

復興本部に本部長、副本部長及び本部員を置く。

本部長は、区長をもって充てる。

本部長は、復興本部の事務を統括し、復興本部を代表する。

副本部長及び本部員は、本部長が区の職員のうちから指名する者をもって充てる。

副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、その職務を代理する。

本部員は、本部長の命を受け、復興本部の事務に従事する。

第３ 事務局

本部長は、震災復興事業を総合的に推進する必要があると認めるときは、復興本部

に事務局を置くことができる。

事務局に局長を置き、本部長が区の職員のうちから指名する者をもって充てる。

第４ 廃止

区長は、震災復興事業が進捗し、本部設置の目的が達成されたと認めるときは、復

興本部を廃止する。

第
１
章
　
　
復
興
の

基
本
的
考
え
方

第
２
章
　
　
震
災

復
興
本
部
の
設
置

第
３
章
　
復
興
計
画

第
１
章
　
　
復
興
の

基
本
的
考
え
方

第
２
章
　
　
震
災

復
興
本
部
の
設
置

第
３
章
　
復
興
計
画



第２編 震災対策／第２部 震災復興計画

第２章 震災復興本部の設置

本編 ― ―

第２章 震災復興本部の設置 
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第５ 「災害対策本部」と「復興本部」の関係

１ 目的と機能

「災害対策本部」は、震災発生直後からの応急・復旧対策を臨時的かつ機動的に実

施することを主な設置目的とする。

「復興本部」は、震災後の復興対策及び区民生活の再建等を組織的かつ計画的に実

施することを主な設置目的とする。

２ 業務区分

震災復興に関連する一連の活動は、被災後間もない応急対策の段階から質的な変化

を伴いつつ、連続的に徐々に進行していくものである。このため、災害対策本部が所

掌する応急的な事務事業で、震災復興にも関係し、それに大きな影響を与えるものに

ついては、両本部が緊密に連携し、連絡しながら処理する。

第６ 復興本部の業務内容

復興本部の設置・運営

復興総合計画の策定

検討会議の設置・運営

復興関係の予算及び財政措置

復興に関わる人的資源、用地、情報管理、広報、相談及び区民活動に関すること。

区有施設、家屋等の被害の把握等

がれき等の処理

都市復興の計画策定及び事業実施

時限的市街地の建設・運営

応急的な宅地の供給・管理

区営住宅等の供給・管理

民間住宅に対する住宅再建支援

区内産業の被害把握及び再建支援

医療機関の復旧状況把握及び復旧支援

被災者の健康管理及びメンタルヘルスケア

被災者の生活実態調査

被災者の生活再建支援

福祉施設及び在宅福祉サービスの支援

学校施設の再建及び授業の再開

被災児童・生徒への支援

文化・社会教育施設等の再開及び復旧支援

文化活動による心のケア
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第７ 復興本部の分掌事務

名称 分掌事務

企画政策部 １ 震災復興本部の設置・運営・廃止に関すること。

２ 震災復興計画の策定及び進行管理に関すること。

３ 情報システムの復旧に関すること。

４ 震災復興に係る予算及び財政計画等経理に関すること。

５ 復興に係る広報及び広聴に関すること。

６ 被災者の相談業務に関すること。

総務部 １ 震災復興本部の設置・運営・廃止に関すること。

２ 用地の確保に関すること。

３ 課税、減税等の措置に関すること。

４ 人的資源の確保に関すること。

５ 震災復興本部の業務と災害対策本部の業務の総合調整に関するこ

と。

６ 国、都及び関係行政機関との連絡に関すること。

区民部 １ 被災者総合相談所の設置・運営に関すること。

２ 町会・自治会のコミュニティ活動の支援に関すること。

３ 区内産業 公衆浴場を除く。 の被害状況の把握に関すること。

４ 区内産業の再建支援全般に関すること。

アカデミー推進部 １ 所管施設の被害状況等の把握に関すること。

２ 所管施設の再建に関すること。

３ 文化活動によるメンタルヘルスケアに関すること。

福祉部 １ 被災者の生活実態調査兼地域福祉需要調査に関すること。

２ 災害援護資金等の貸付けに関すること。

３ 福祉サービスに関すること。

４ 義援金品の配分に関すること。

５ 被災者の相談業務 主に災害要援護者対応 に関すること。

６ 介護保険料の減額、徴収猶予又は免除に関すること。

７ 国民健康保険料の減額、徴収猶予又は免除に関すること。

子ども家庭部 １ 被災児童の支援に関すること。

２ 被災児童のメンタルヘルスケアに関すること。

保健衛生部 １ 医療機関の復旧状況に係る情報提供に関すること。

２ 防疫活動の実施に関すること。

３ 公衆浴場の被害状況の把握及び再開支援に関すること。

４ 被災者等のメンタルヘルスケア及び健康管理に関すること。

５ 食品衛生監視指導及び飲料水の検査指導に関すること。
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名称 分掌事務

都市計画部 １ 震災復興本部の設置・運営・廃止に関すること。

２ 都市復興基本方針、都市復興基本計画の策定・公表に関すること。

３ 家屋・住家の被害調査に関すること。

４ 宅地の応急危険度判定に関すること。

５ 応急的な住宅の供給・管理に関すること。

６ 応急仮設住宅の設置及び運営に関すること。

７ 住宅の応急修理に関すること。

土木部 １ がれき等の処理に関すること。

２ 道路等の復興事業に関すること。

３ 区立公園等の復旧及び土地利用の調整に関すること。

資源環境部 １ がれき等の障害物の処理計画に関すること。

２ ごみ及びし尿の応急的収集及び処理に関すること。

施設管理部 １ 区有施設等の被害把握等に関すること。

２ 区有施設の復旧計画及び復旧工事に関すること。

会計管理部 １ 復興事業の実施に係る公金の支出及び収入に関すること。

教育推進部 １ 区立学校等の被害状況の調査に関すること。

２ 区立学校等の再建に関すること。

３ 被災児童及び生徒の健康の維持及び支援に関すること。

４ 被災児童及び生徒への学用品等の支給に関すること。

５ 被災児童及び生徒のメンタルヘルスケアに関すること。

６ 文化財の復旧に関すること。

選挙管理部 他部との連絡調整に関すること。

監査部 他部との連絡調整に関すること。

区議会部 区議会との調整に関すること。
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第３章 復興計画 

阪神・淡路大震災は、高度に発展した都市が大震災に見舞われた場合に備えて、震災予防

や震災後の応急対策の充実強化だけでなく、震災復興を迅速かつ円滑に推進するために、あ

らかじめ都市復興の方針や対応策を準備しておくことの重要性を教訓として提起したところ

である。

本章では、復興計画の基本的な考え方と復興計画推進のための課題について定める。

第１節 復興の基本的考え方

第１ 都市復興

震災後のまちづくりは、復旧と復興に大別される。復旧は、市街地形態と道路・鉄道・

公園・ライフラインなどの都市施設を、ほぼ従前の状態に回復することであるのに対し

て、復興は、市街地形態を一新して、道路・公園・新エネルギーを含めたライフラインの

革新・充実・改善を図るなどの都市改造を実施し、被災を繰り返さず、環境負荷のない都

市づくりを行うものである。

第２ 生活復興

被災者の生活を一日も早く被災前の状態に戻し、その安定を図ること、すなわち「生

活の再建」を基本目標としている。また、心身や財産に回復し難いダメージを受け、震

災前の生活に戻ることが困難な被災者には、被災者が新しい現実の下で、それに適合

した新しい生活のスタイルを構築することができるようにすることも、復興の重要な

目標となる。

第２節 復興計画策定の取組

震災後の復興を迅速かつ円滑に推進するためには、復興の行動手順や復興計画立案の指針

など復興に係わる様々な課題について、事前に検討を行う必要がある。

都は、迅速かつ計画的な復興を図るために、あらかじめ震災後の復興都市づくりのあり方

を都民と共有しておくことが重要であるとの認識から、平成 年５月「震災復興グランドデ

ザイン」を策定した。

また、平成 年３月には震災後の都市復興の進め方についてまとめた「都市復興マニュア

ル」と「生活復興マニュアル」を統合した「震災復興マニュアル」を策定し、都民向けの「復

興プロセス編」と行政職員向けの「復興施策編」に再編成した。これにより住民主体の復興

を進めるための新たな仕組みと具体的な施策を提示した。

さらに、東日本大震災を契機に整備された法令等の反映や各種災害の経験等を踏まえ、平

成 年３月に修正を行っている。

また、文京区では「文京区震災復興マニュアル」を平成 年に策定し、平成 年３月に一

部修正し、震災復興事業における都・区の緊密な連携や適切な役割分担を定めている。
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第１ 都市復興

大震災が発生した場合の市街地復興の枠組みを示す復興整備条例の制定に着手する

とともに、文京区において被災直後から円滑に復興に取り組むための手順等について

取りまとめた都市復興マニュアルを策定する。

なお、「震災復興グランドデザイン」は、都市復興マニュアルの中に地域復興計画の

モデルプランとして組み込む。

第２ 生活復興

住宅、教育、医療、保健、消費生活、産業、雇用など生活の分野に係る復興につい

て、区民が一日も早く従前の生活を取り戻すことができるよう、「文京区震災復興マニ

ュアル」では部門別に復興行動を定めている。今後は、社会の動向等を踏まえて、必要

な計画の見直しを適宜行っていく。
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